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資材・部品の調達源決定に関する実証
　　分析　取引コスト・アプローチ
坂　野　友　昭
　近年，日本企業の海外での活躍にともない，日本的経営は各国の実業界のみ
ならず，学界でも大いに注目するところとなっている。特に，系列ないし下請
け関係にある会杜から優先的に資材・部品を購入するという慣行がそのような
日本的経営の特徴の1つとしてよくあげられる。最近では，自動車部品を日米
MOSS（市場重視型個別協議）の新しい分野にすることが決まった。わが国自
動車メーカーの系列内取引の慣行が米国部品メーカーの参入を妨げているとい
うのが米国側の主張である。他方において，最近の急激な円相場の上昇から，
日本の産業界，特に自動車，電機，鉄鋼など輸出比率の高い産業は経費全般の
徹底的切り詰めを推進する一方で，調達コスト削減の観点から資材・都品の海
外からの購入を進める傾向にある（日本経済新聞，1986年4月26日，1面）。
　本論文の目的は，このような状況に鑑み，資材・部品を関係会杜，協力会杜，
一般会杜あるいは外国会杜のいずれから調達するかによってどこにどのような
違いがあるのか，また，どのような要因がいずれからの調達をより有利にする
のか，ということに関して理論的および実証的に分析することにある。その際・
理論的フレームワークとしては，Wil1iamson，K1ein，Goldbergらによって展
開された取引コスト・アプ1コーチ（transactionscostapProach）を用いる。ま
た，このフレームワークとLての理論の妥当性をテストするために，ある大手
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電機メーカーの事業所＊を対象にして実証研究を行った。サンプルは，この事
業所に資材・部品を供給しているもののなかから抽出した291の供給会杜であ飢
I．取引コスト・アプローチ：理論的背景
1．基本理論
　なぜある取引は垂直統合を通じて内部化されているのか。なぜ多くの市場取
引がスポヅト市場ではなくて複雑な長期契約によって制御されているのか。い
かたる構造がそのような契約の構造を決定するのか。取引コスト・アプローチ
はこのような問題に答えることを意図Lている。
　取引コスト・アブローチによれぱ，取引の当事者間の関係を制御する制度的
取り決め，すなわち取引の制御機構（govemance　stmctures）一Wil1ia㎜・
SOnの表現に基づげぱ一は，取引を行うコストを最小化するために生じる。
これらのコストには，土地，労働，資本，原材料などの通常の生産コスト，な
らびにビジネス関係を確立し管理することにまつわる取引コスト（後により詳
細に論じる）が含まれる。
　いくつかの潜在的な取引の制御機構が1つの連続線上に描かれる。一方の極
にあるのが古輿的市場である。取引は関与する人問の身元に依存せず，1つの
離散的敢引（discrete　transaction）が完了Lた時点で，取引の当事者間の関
係は終わる。価格が最善の情報源である。他方の極にあるのが組織である。そ
こでは，敢引の当事者は相互に垣久的な関係にあり，敢引は価格メカニズムで
はなくて，管理上の命令によって規割されている。垂直的に統合された企業が
このような組織の一般的な形態である（Wiuiεmson，1975）。これら両極の間
に，さまざまな形の敢引の制御機構が存在する。そこでは，取引の当事老は，
‡　会杜名を秘匿するために，以下の記述においては，部署その他の名称をこの会杜に
固有のものから一般的なものに変えてある。
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単一の組織の部分ではないが，入念で複雑な取引方式にLたがって長期間にわ
たって財およびサービスを交換する。すなわち，市場を通じて取引が行われる
が，取引コストを削減するための努力の結果としてさまざまな契約条項ならび
に非公式的な規則および規範が用いられる。したがって，価格も依然として重
要であるが，非金銭的な価値および人間関係も重要な要素とLて入り込んでく
る（Goldberg，1976；Ma㎝eil，1978）。
　どの取引の制御機構がどのような場合に取引を行うコストを最小化するのか，
というのが取引コスト・アプローチで扱う中心間題の1つである。取引コスト
の性質および程度，またそれに対する敢引の制御機穣は，いくつかの識別可能
な取引の特性に依存Lている。したがって，取引の特性に関する特定の組合せ
が，より伝統的な生産の機会と相互作用して，コストを最小化する取引の制御
機構を決定する。
2．取引コストと取引の特性
　取引コストは，取引コスト・アプローチのいずれの提唱者によっても厳密に
定義されていないが，次のようなものを含むと考えられる：契約を交渉し，締
結するコスト；契約の履行を監視するコスト；契約を施行するコスト；および
契約違反にまつわるコスト。いずれの場合にも，これらのコストは，情報を収
集し，処理するコスト，法的コスト，組織上のコスト，ならびに非効率的な価
格形成および生産行動にまつわるコストを含んでいる。
　Wi11i～mson（1979．1981）は，取引コストの性質および程度に影響を与える
’3つの重要な取引の特性を識別している：
　a．取引の不確実性；
　b．資産特殊性（asset　spedicity），すなわち取引の当事者の一方ないL両
　　方が取引に特殊的な耐久的投資をLなけれぱならない程度；
　C、取引の頻度。
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　不確実性が高くなると，明確で容易に施行できる完全な条件つき請求権契約
（full　contingent　contracts）を取引の当事者が締結することは不可能にな
乱Lたがって，市場契約は不完全にな乱契約が不完全というのは，売手と
買手の義務があらゆる可能な状態において明確に特定化されていないというこ
とを意味する。契約の不確実性は，事後的な機会主義（0pportunism）をもた
らす可能性がある。すなわち，正式の契約条項によって完全かつ明確に取り決
められていない事態が発生する場合に，取引の当事考の一方もしくは両方は，
他者が得るであろう利益を減らし，他老が負担するであろう費用を増やすよう
な措置をとる誘因にかられる可能性がある。機会主義とは，取引におげる率直
さと正直さの欠如に関係しており，策略をもって私利を追求することである
（Wil1iamson，1975，p．9）。いずれにしても，そのような機会主義的行動が契
約締結の段階で予期される場合，取引の割御機構および契約の条項は事前に調
整される。より重大な危険をもつ契約ほど，より大きな予防策を講ずることに
なる。
　取引コスト・アブローチは，市場が事前的には（eXante）競争的である
（すなわち，多くの員手と売手が存在する），と仮定している。ある種の事態
が生じ，供給関係のある種の特性が取引の当事者の一方もしくは両方に何らか
の独占力を与えるために，機会主義は事後的に（ex　pOst）発生する。取引コ
スト・アプローチによれぱ，この独占力の主たる源は，取引に特殊的な耐久的
投資である。Willia㎜sOn（1983，P．526）は，そのような投資，換言すれぱ資
産特殊性の4つの型を識別している。
　a．地点特殊性（Site　speci丘city）：買手と売手が相互に密接た関係にあり；
　　在庫および運送費を最小化するための事前的な決定を反映している。
　b．物的資産特殊性（Physica1asset　speciicity）：取引に特殊的な設計上
　　の特性をもち，また代替的な使用ではより低い価値しかもたない設備およ
　　び機械に，取引の当事者の一方もしくは両方が投資した場合に生じる。
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　c．人的資産特殊性（human　asset　speciicity）：仕事の上で学習した特殊
　　な知識および技能の結果として生じる。
　d．献呈的資産（dedicatedassets）：かなりの量の製品を特定の顧客に販
　　売するという見込みなLには生じない一般的な投資である。契約が中途で
　　解約された場合，供給老に大きな超過キャパシティを残すことになる。
　不確実性による契約の不完全性を所与とすると，敢引に特殊的な耐久的投資，
すなわち資産特殊性が高くなるにつれて，伝統的なrスポット市場」を用いて
取引を行うことのコストは上昇する。その論拠を簡単に言えば，そのような取
引に特殊的な投資は，専有可能な準レソト（apprOpriable　quasi－rents）を生
じさせるからである。この場合，専有可能な準レントとは，その投資の現在の
（すなわち，最善の）使用において期待される価値と次善の使用において期待
される価値との差額に等Lい（K1ein，Crawford，＆Alchian，1978）。取引に
特殊的な投資の存在は，取引の当事考の一方が他方をrホールド・アップ」す
る誘因を創り出す。したがって，資産特殊性が高い場合，取引の当事老がその
ような誘因を事後的に利用しないように，そのような誘因を事前に減らすよう
な取引の制御機構が形成される。
　このような資産特殊性が高い敢引に対して必要とされる取引の制御機構は，
市場に基づく取引の制御機穣よりも特殊化されている。すなわち，市場におげ
る価格のように一般的なものではなくて，取引の当事者問のみで妥当する特殊
なルールおよび契約が数多く使われる。このような特殊化された取引の制御機
構のコストは，敢引の量が犬きくて，頻発的な（reCurrent）敢弓1の場合に，
より容易に回収できる。この理由から，取引の頻度も，取引コストを決定する
重要な要因である。
　また，このような特殊化された敢引の制御機構にも，かなりのコストがかか
る。すなわち，取引の当事者は市場による敢引では必要のなかった追加的活動
を自ら行わねぽならず，より高い管理コストがかかる。さらに，規模の経済性
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および範囲の経済性を享受できたいことによって，生産コストの面でも一般に
不利である。問題は，このようなコストがどのようた場合に正当化されうるか
ということである。取引コスト・アプローチによれぱ，資産特殊性および不確
実性が高い場合に，そのような特殊化された敢引の制御機構のベネフィットが
コストと比べて最大となるのである。
3、組織と市場の効率的境界そデル
Wi11iamson（1981）は，主として資産特殊性の次元を用いて，組織と市場
の効率的境界を決定するモデルを提示している。すなわち，どのような場合に
組織が市場よりも取引の制御機構として優れているかを示Lている。このモデ
ルを図示すると，第1図のようにたる。∠Cは組織と市場との生産コストの差
を表し，1Gは組織と市場との制御コスト（9o▽emance　costs）の差を表L，
Aは資産特殊性の程度を表している。なお，このWilliε㎜sonのモデルでは，
頻発的に行われる取引のみが考察の対象となっており，不確実性のレベルは中
程度以上であると仮定されている。
　第1図において，Aが低い場合に，1Cが大きい。すなわち，市場の需要
』C
　　　　」C＋」G
」G
五　　　　　　　　　A
第1図　組織と市場の効率的境界モデル
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を合計することの経済性が犬きな標準化された取引の場合，組織を使うことの
生産コスト上の不利益は大きい。この生産コスト上の不利益は，資産特殊性が
中程度になると減少するが，依然として正のままである。外部の供給考は，多
くの購入者の種々の需要を総合することができるので，1企業が独自に生産す
るよりも低いコストで生産することができる。Lかしながら，財およびサービ
スが特殊になると（Aが高い），こういった規模の経済性および範囲の経済性
は存在Lなくなり，1Cは漸近的にゼロに近づく。
　資産特殊性が低い場合には，組織を使うことの制御コスト上の不利益もまた
正である。切片βは，内部調達の場合に発生する官僚主義的非効率性を反映し
ている（Wi1liamson，1975，PP．118－130）。Lかしながら，資産特殊性が高く
なるにつれて，取引の当事者は継続的取引を益々必要とするようになり，市場
による取引の制御コストは大きくなる。さらに，市場を利用するコストが相対
的に高くなるにつれて，1Gは低くなり，結局のところ負になる。
　要約すると，次のようになる。資産特殊性が低い場合，市場による取引が，
規模の経済性および制御の両方の観点からみて有利である。資産特殊性が高い
場合，内部組織が有利である。市場は規模の経済性の便益をほとんど享受でき
ないだげでなく，取引に「閉じ込められる（10ck－in）」ため，市場による制御
はきわめて危険となる。結局のところ，∠C＋∠G≧0ならぱ市場取引を，∠C＋
ノG＜Oならぱ組織を，それぞれ取引の制御機構として選択することが有利と
なる。そして，∠C＋1Gの値は資産特殊性の関数である。
4．市場契約の図式
Wi11iamsOnの効率的境界羊デルは，主として組織と市場の二者択一に焦点
を合わせている。そLて，資産特殊性が高い場合には，組織が取引の制御機檬
として右利であることを示唆している。しかしながら，Williamsonの最近の
研究は，資産特殊性が高い（すなわち，敢引コストが高い）場合においても，
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第2図　市場契約の図式
組織に代替する何らかの形の市場契約の可能性を考慮している。たとえぱ，内
都生産にまつわる不経済性のために内都調達が経済的でない場合，独立した敢
引の当事者間の交換を制御する市場契約が取引コストを最小化するように生じ
る可能性がある。その場合，市場契約の構造は，取引当事考を初めに約束Lた
とおりに行動させるような誘因および規制を創出する努力を反映Lている。
Wi1liamson（1985）は，このような市場契約の構造と資産特殊性の関係を第2
図のように示している。
　第2図においては，財ないしサービスは2つの代替的テクノロジーのいずれ
かによって供給されると仮定されている：一般目的テクノロジー（general
purpose　technology）および特別目的テクノロジー　（sPecia1PurPose
technology）。特別目的テクノロジーは，取引に特殊的な資産への投資をより
必要とL，安定Lた需要に応えるにはより効率的である。そして，kを取引に
特殊的な資産の尺度として用いる。一般目的テクノロジーを用いる敢引の場合，
k＝0である。他方，特別目的テクノロジーを用いる敢引の場合，k＞Oとな
る。後者の場合，取引の当事者ぱこのような取引に特殊的な資産への投資を保
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護するための予防策（safeguards）を考案する誘因にかられる。すなわち，資
産は買手の特定の要求に特殊化されているので，売手はその買手に対する供給
を長期間続げることによってのみ回収可能てある。また，買手にとっても，買
手の要求にあわせて特殊化されていない資産からの供給は高くつくことにな
る。ここで，sはそのようた予防策の程度を表すものとする。すなわち，s＝O
の場合，いかたる予防策も講じられていない。s＞Oの場合，何らかの予防策
を提供する決定を表している。
　第2図は，kとsの組合せによる3つの市場契約の形態を提示している。ま
た，そのそれぞれには，製品が供給される期待損益分岐価格（P）がともたっ
ている。契約の形態Aにおげる取引は，一般目的資産（k＝O）によって効率的
に支持されており，敢引保護のための制御機構を必要としない。敢引に特殊的
な資産への投資（k＞0）の場合には，取引の当事者は双務的取引に従事してい
る。そのうち，契約の形態Bは，いかなる予防策もとっておらず（s＝0），予
想される損益分岐供給価格は犬きい（P〉自）。このような敢引は，契約的に不
安定となりがちである。Lたがって，契約の形態Bは，契約の形態Aに変換さ
れるか（その場合，特別目的テクノロジーは一般目的テクノロジーに取って替
わられる），あるいは契約の形態Cに変換される（k＞0のテクノロジーの継続
的使用を促進する契約上の予防策を導入することによって）。契約の形態Cに
おける取引は，予防策をとっており（s＞0），そのために機会主義的行動の危
険に対して保護されている。
　WilliamsOn（1983）によれぱ，取引に特殊的な資産への投資を必要とする
取引の当事者は，2つの代替案をもつ。第ユに，サービスの限界コストを超え
るプレミアムを支払うことによって，取引の当事者の一方は他方に対して保護
を与えることができる。その結果とLての価格は，効率的な価格形成原理から
逸脱するが，ある種の保険プレミアムを含んている。第2に，取引の当事考は，
投資を保護するために非価格的予防策を講じることができ孔いくつかの形の
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予防策が可能である。まず，取引の当事老は，契約上の合意に罰則および報奨
を組み込むことによって，契約を守る誘因を強化することができる。たとえぱ，
契約の中途解約に対して違約金を取るという条項がこれにあたる。あるいは，
取引の当事者は，特殊化された取引の制御機構一当事者だけに限られた秩序
（private　Orderings）一を用いることもできる。すなわち，敢引の当事者は，
契約の施行，調整および監視ならびに情報の交換を取り扱う一連の規範および
規則を考案することができる。さらには，取引の当事老は，自らの約東の信愚
性を伝える方法を考案することができ孔たとえぱ，約束を保1証するために
r人質（hostages）」を差し出すのも，その方法の1つである。この場合，人
質とぱ特殊化された資産への投資のことである。すなわち，当該取引の当事考
は，契約上の義務を果たさなかった場合，その資産への投資を失うことになる。
というのは，この資産の準レントはきわめて低いからである。
■．これまでの実証研究
　取引コスト・アプローチにおいては，過去数年閻にわたって，取引の内都組
織化および特殊化された市場契約に関するわれわれの理解を増すために，相当
た量の理論研究が試みられてきた。それに比べると，r敢引コスト」パラダイ
ムを経験的に前進させるための実証研究は，ほんのわずかLか試みられていな
い。そのように数少ない実証研究ではあるが，大きく2つの傾向に区分でき
る。第1の傾向は，I－3で説明した組織と市場の二者択一的選択に焦点をあ
わせている。第2の傾向は，I－4で説明した特殊化された市場契約の構造に
主として関心をもっている。
　第1の傾向は，取引の特性（すなわち，資産特殊性および不確実性）との関
連から，部品を内部で生産するカ㍉それとも外部から購入するかという問題を
実証的に分析しようとするものである。結果は，一般的に，取引コスト・アプ
ローチによって示唆される仮説を支持している。すなわち，資産特殊性および
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■または不確実性が高くなると，企業は部品を外部から調達するのではなくて，
内部で調達する頓向にあった。
　Monteverde＆Teece（1982）は，133の自動車部品を対象にして，GMと
フォードによる後方的な垂直統合の程度を分析した。先発考の優位性（irSt－
mo▽er　advantage）の創出およびそれにともなう供給者を変更することのコ
ストは原則的には自動車製造工業におげる開発活動にかかわっている，という
のが彼らの基本的主張である。すなわち，自動車メーカーは，少数主体問交換
状況（small　numbers　bargaining）を回避するために，開発努力が重要であ
る（すなわち，人的資産特殊性が高い）部品については，市場で購入するので
はなくて内製する傾向にあるはずである。プロビット・アナリシスを用いて，
彼らはこの仮説をテストした。従属変数ぱ，当該部品が内部で生産されている
か，市場で購入されているかである。独立変数は，企業に特殊な知議の程度に
対応する相対的な技術開発努力に関する専門家の主観的尺度である。彼らの発
見によれぱ，部品にまつわる開発努力は，当該都品が内部で生産される確率と
正の関係をもっていた。
　Masten（1984）は，部品の内製か購入かに関する34の決定をサソプルとし
て，特殊な設計が一般的であり，投資の代替的価値がしぱしぱ制限されている
航空宇宙産業における垂直統合を分析した。彼の仮説は，生産を内部で維持す
るコストが市場を媒介とする交換のコストよりも低い場合，企業は内部組織を
部品の調達を制御する制度として選好する，というものであ乱その場合，両
コストは，取引の特殊性および複雑性の関数とみなされている。特殊性に関し
ては，部品は次の3種類に区分される：当該会杜によってのみ使用されている
（高度に特殊化された）部品，同業他杜によって使用されているか，容易に転
用可能な（いく分か特殊化された）部品，あるいは他産業においても使用され
ている（相対的に標準的な）都品。複雑性に関しては，当該会杜が内部的に用
いているランキング・システムにしたがって，最も複雑な（A一部品）から最
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も複雑でない（C一部品）にまで分類された。仮説のテストは，部品の内部調
達か外部調達に関して，プロビット・アナリスを用いて行われた。その結果，
内部化の確率は，複雑な部品および高度に特殊化された部品に対して有意に高
かった。
Wa1ker＆Weber（1984）は，アメリヵの大手自動車会杜の1生産事業部に
おげる比較的単純な60の部品をサソカレにして，WiniamsOnの効率的境界モ
デルの妥当性をテストした。彼らの仮説によれぱ，これらの部品の内製か購入
かの決定は，取引コストにまつわる2つの次元に基づいている：不確実性およ
び資産特殊性。彼らは，資産特殊性の尺度として，市場競争のレベルを用いた。
潜在的な供給老の数および供給考間の競争で示される売手一買手関係が特殊で
なくなるほど，供給者は顧客間でより高い規模の経済性を達成でき乱また，
供給者間の高い競争は，機会主義的交渉の可能性を減少させる。mu1ti－indica－
tor　structura1equation　modelを用いてテストを行った結果，需要の変動に
関する不確実性および供給者間の市場競争は，内製か購入かの決定に対して，
小さいが有意の勧果をもっていた。
　第2の傾向は，取引の特性と特殊化された市場契約の関係を実証的に検討し
ようとするものである。従来，契約に関する実証研究のほとんどは，裁判所の
決定ないし第二次資料からえられる事実の解釈に限定されていたが・最近よう
やく，分析の単位を個々の取引に置いた研究が現れてきた。結果は・やはり・
取引コスト・アプローチの妥当性を支持Lている。すなわち，資産特殊性およ
び■または不確実性が高くなると，市場において特殊化された取引の制御機構
が採用される傾向にあった。その場合，敢引の制御機構としては，公式の市場
契約，非公式の市場契約，ならびに取引にまつわる一連の規範および規則が検
討されている。
　Joskow（1985）は，石炭会杜と電力会杜との問の石炭供給取引に関する公
式的た契約について検討した。彼は，まずはじめに，2種類の発電所を区別L
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た：電力を供給する地域に近接する発電所および石炭鉱区に近接する発電所。
この2種類の発電所を比較すると，一般に，石炭鉱区に近接する発電所のほう
が石炭会杜と双務的取引に陥りやすく，取引に特殊的な投資を必要とする。と
いうのは，その発電設備が必然的にその地域の石炭の性質にあわせて設計され
るからである。したがって，彼の仮説は，石炭鉱区に近接する発電所のほうが
電力を供給する地域に近接する発電所よりも，垂直統合に依存するか，複雑な
長期契約を結ぶ傾向にある，というものである。結果は，この仮説を基本的に
支持していた。石炭鉱区に近接する発電所はその他の発電所に比べて約6倍も
石炭会杜を垂直的に統合していた。また，石炭鉱区に近接する発電所は，かな
り長期の契約を緒ぶ傾向にあり，その契約条項のなかには，第三考への販売の
規制，鉱区の指定，石炭の最低品質，伸裁条項などの非価格的条項，ならびに
エスカレーション条項，費用ブラス利益契約などの価格条項が含まれていた。
　Palay（1984）は，鉄道運送会杜と荷送会杜との間の51の取引をクロス集計
することによって，当事者だげに限られた取引にまつわる一連の規範および規
貝聰を分析した。彼の仮説によれぱ，そのような規範および規則は，取引を支え
ている資本の特性によって体系的に変化する。彼は，投資を3つの種類に区分
Lた：非特定的な投資，中程度に特異的な投資および高度に特異的な投資。ま
た，敢引にまつわる一連の規範および規則を詳細なインタビューに基づいて5
つの観点から整理した：期待される施行の方法，環境の変化に対する適応，実
施される調整のタイプ，長期計画に関する情報の交換および構造計画の実施。
彼は，統計的手法を用いていないが，データの一般的検討から次のことを発見
Lた：すなわち，投資が特異的になると，契約の施行は市場圧力から相互利益
の実現に基づき，必要な調整を行い，契約を修正するために交渉を使用L・紛
争を取り扱うためのルールおよび手続を開発L，監視機能を促進L，長期計画
および構造計画に関する情報を交換する傾向にあった。
　Palay（1985）は，1984年の研究と同じサンプルを用いて，非公式的な契約
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が敢引の制御機構として果たす役割を検討している。非公式的な，法律的に施
行できない契約が使われるかどうかは敢引の特性に関係している，というのが
彼の基本的仮説である。そのような非公式的な契約は，価格に柔軟性を与え，
契約上の予防策を準備し，実施し，そして監視するのに役立つ。彼は，数量に
関するコミットメント，設備に関する約束，ならびに指定されたサービス・ス
タンダードの保証についての非公式的な契約に焦点をあてた。投資を標準化さ
れた投資と特異的な投資に区分してみると，特異的な投資に関してはすべての
取引がそのような非公式的な契約を用いており，また，非公式的な契約を用い
ないすべての取引は標準化された投資によって支えられていた。
　以上の実証研究のいずれも，取引の特性と取引の制御機構が何らかの程度正
の関係をもっていることを示している。すなわち，資産特殊性および／または
不確実性が高くなると，市場のかわりに組織が取引の制御機構として用いられ
るカ㍉あるいは市場において特殊化された取引の制御機構が用いられる傾向に
あった。Lかしながら，これらの実証研究には，いくつかの研究デザイソ上の
問題がある。
　まず第1に，これまでの実証研究はすべて単一の産業，企業ないし事業ユー
ツトをサンプノレとしている。したがって，これらの実証研究の外的妥当性
（extemal　validity）は著しく隈定されている。すなわち，これらの実証研究
は，他の産業，企業ないし事業ユ’ヅトにおける取引の特性と取引の制御機構
の関係について隈られた情報しか提供しない。というのは，産業，企業ないし
事業ユーヅトの選択は，ランタムではなくて，テストの対象である仮説にあわ
せて行われているからである。さらに，いくつかの実証研究においては，相対
的に単純な部品のみを扱うなど，取引の特性に関する変数（すなわち，資産特
殊性および不確実性）におげるデータの変動性が欠如している。このことも，
これらの実証研究からえられた結果の一般化可能性を制約Lている。
　確かに，複数の産業にまたがる実証研究は，取引コスト・アブローチの一般
498
　　　資材・物品の調達源決定に関する実言正分析：取引コスト・アブローチ　　87
化可能性に関する強力なテストを提供する。しかしながら，そのような実証研
究は，かたり強いプーリングの仮定を設けねぱならなし、また，測定していな
い産業に特定的な要因が含まれており，それらがモデルのパワーを弱める可能
性もある。このようなことを考えると，取引コスト・アプローチのような比較
的新しい理論をテストする場合には，一般化可能性を確立することに進む前に，
内的妥当性（intema1Yalidity）を確立することが重要であると思われる。こ
の意味において，単一の企業ないし事業ユーヅトを対象とした実証研究は複数
の産業にまたがった実証研究よりも望ましいといえる。ただし，そのためには，
その企業ないし事業ユ’ヅトは，テータにおいてかなりの変動をもっていなげ
ればならないo
　これまでの実証研究のさらに重大な間題点は，それがサンプルとLた組織の
業績を考慮に入れていないことである。Wi1liamsOnらの理論は本来規範的性
格を有するものである。すなわち，どのような取引の制御機構が選択されるべ
きかについて取り扱っている。それにもかかわらず，これまでの実証研究は記
述的な方法でテストを行っている。WilliamsOnらは，すべての企業ないし事
業ユニットが取引コストを考慮に入れているとは主張していない。取引コスト
を考慮に入れている組織は，そうでない組織より高い業績をあげており，究極
的に取って替わる，というのが彼らの主張である（Wi1liamson，1981，p，574）。
これまでの実証研究は，それらの対象とした組織が取引コストにある程度の注
意を払っていたことを示Lてい札しかし，それらの組織がより高い業績をあ
げていたかどうかについては，いかなる証拠も示していない。それ故，これま
での実証研究の結果は，Wi1liamsonらの理論の確証を意味していない。また，
仮にそれらの組織が敢引コストに考慮を払っていなかったことをデータが示し
たとLても，そのことはWi1liamsOnらの理論の反証でもない。Lたがって，
これまでの実証研究は，研究デザイソ的にみて不適切であったと思われる。
　Lかしながら，以上のことは，Wi1liamsonらの理論を単一の企業ないL事
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業ユニヅトを対象にしてテストすることが不可能であることを必ずLも意味L
ない。たとえぱ，単一企業内部でも，成功Lた取引と失敗した敢引を区別する
ことができれぽ，テストは可能である。それ故，Wil1iamsOnらの理論はさま
ざまな分析のレベルでテストすることが可能であると思われる。
皿．仮　説
　本研究では，これまで述べてきた敢引コスト・アプローチのフレームワーク
を，ある犬手電機メーカーの1事業所におげる資材・部品の調達源決定の問題
に適用する。この事業所は種々の資材・部品をさまざまな形態の供給会杜（す
なわち，関係会杜，協力会杜，一般会杜，外国会杜）から調達している。これ
らの調達源のどこに決定的違いがあるのか。あるいは，どのような資材・都品
の場合にどのよう波調達源を利用することカミより有利であるのか。本研究は，
こういった問題に対して取引コスト・アプローチを用いて解明を試みる。
　取引コスト・アプローチによれぱ，資材・部品の取引にまつわる資産特殊性
および■または不確実性が高くなると，それに対応して取引の制御機構がより
特殊化されることが必要となる。取引の制御機構としてはさまざまなものが考
えられるが，ここでは，特に，統制の可能性，取引の継続性，徴調整の可能性，
共通目的の存在，人材の交流度，技術の交流度，情報の共右性といったものに
焦点をあてる。すたわち，これらの程度が高けれぱ高いほど，取引の制御機構
の特殊化の程度が高いことを意味し，市場による取引の御御機構から組織によ
る取引の制御機構に近づいていく。たとえぱ，当該資材・都品の需要の変動性
が激Lい場合，数量や納期に関する事後調整を容易にするために，これらの程
度がより高い取引の制御機構を必要とする（このような制御機構の具体的な測
定尺度については，w4を参照）。換言すれぽ，このようた高度に特殊化され
た取引の制御機構は，市場による取引ではあるけれども，組織による取引（こ
の場合，資材・都品の内製）にかなり近いということができるのである。した
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がって，第1の仮説は次のようになる：」
仮説1：資材・部品の取引にまつわる資産特殊性および■または不確実性が高
　　　　くなると，より特殊化された取引の制御機構が採用される。
　ついで，この取引の制御機構の観点から，資材・部品の供給源の違いをみて
いく。すなわち，関係会杜，協力会杜，一般会杜および外国会杜（これらの操
作的な定義については，Vr2を参照）の決定的違いは，制御機構の特殊化の
程度にある，というのが基本的な仮説である。たとえぱ，資材・部品の調達源
を協力会杜とする場合，外国会杜の場合と比べて，より高い程度の技術交流お
よび情報共有があると予測される。Lたがって，第2の仮設は次のようにな
る：
仮説2：資材・都品の供給源が外国会杜，一般会杜，協力会杜，関係会社とな
　　　　るにつれて，取引の制御機構はより特殊化されていく。
　さらに，仮説1および仮説2との関連から，もし取引の制御機構の特殊化の
程度が外国会杜，一般会杜，協力会杜および関係会杜によって異たっている場
合，当然のことなカミら，それらが取り扱う資材・部品の取引の資産特殊性およ
び／または不確実性の程度も異なることになる。したがって，第3の仮説は次
のようになる：
仮説3：資材・部品の供給源が外国会杜，一般会杜，協力会杜，関係会杜とな
　　　　るにつれて，資産特殊性および／または不確実性のより高い資材・部
　　　　品の取引にかかわっている。
　最後に，取引の制御機構の特殊化の程度が及ぽす影響を除外した後でも，外
国会杜，一般会杜，協力会杜および関係会杜の聞で，取り扱う資材・部品の取
引にまつわる資産特殊性および／または不確実性の程度に差があるかどうかを
みる。もし差が恋げれぱ，各供給会杜が取り扱う資材・部品の取引の資産特殊
性および／または不確実性の差は，各供給会杜に固有の取引の制御機構の特殊
化の程度に起因するもので，各供給会杜の表面的な形態によるものではないこ
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とがわかる。したがって，第4の仮説は次のようになる：
仮説4：敢弓1の制御機構の特殊化が及ぼす影響を除外した後では，外国会杜，
　　　　一般会杜，協力会杜および関係会杜が取り扱う資材・部晶の取引の資
　　　　産特殊性および／または不確実性の程度に差はない。
　ここで，以上の仮説をテストする際に問題となることを2点述べておく。
　第1の問題は，取引コストの定義にかかわるものである。Williamsonらに
対する批判の1つは，彼らが取引コストを厳密に定義していないことにあ飢
彼らは単に例示Lているにすぎない。また，その例示がかなり広い範囲に及ん
でいる。たとえぱ，契約の交渉，弁護士の費用，納期および品質ならびにその
他の特定の契約条項のチェヅクといったものから，財やサーピスのフローの調
整および統合といったかなり一般的なものまでもあげてい糺もしこのように，
広範た種々の活動をすべてr敢引」という用語のもとに含めるならぱ，いかな
る場合にも取引コストが現れることになり，WilliamsOnらの主張は意味を失
うことになる（Perrow，1981）。
　しかL，他方において，WilliamsOnは，取引を記述するのに重要な次元，
すなわち資産特殊性および不確実性を識別している。また，代替的な取引の制
御機溝およびそのそれぞれの相対的強さを識別している。Lたがって，取引コ
スト・アプローチは，「敢引コスト」自体の複雑な測定なしに応用することが
できる。すなわち，敢引の制御機構を予測するために実際に取引コストを測定
する必要はなく，取引にまつわる不確実性ないし資産特殊性の観点から取引を
比較しさえすれぱよいのである。
　第2の問題は，皿で述べたように，敢引コスト・アプローチが本来規範的で
あることにかかわっている。本研究の当初の計画では，さまざまな取引の制御
機構を効率性の観点から比較することを予定していた。しかし，そのような効
率性の変数を意味のある方法で測定するデータは事実上えられなかった。非効
率的た取引は競争圧力のためにすでに消減してしまっている可能性も高く，現
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在行われている取引のみを効率的なものと非効率的なものに区分するのは，研
究デザイソ的に問題である。また，過去数年聞にさかのぼって，消減した取引
と現在にまで続いている取引を区分するのも1つの方法であるが，消減Lた敢
引について信頼性の高いデータをえることはできなかった。これらの理由から，
効率性の概念を本研究に導入することは断念した。
　効率性の概念を導入したいことの1つの論拠は，適応という進化論的プロセ
スの結果，非効率的な取引は淘汰されてしまい，効率的な取引のみが生き残っ
ているというものである。その場合，効率性を考慮することなLに，取引の特
性と取引の制御機構の関係のみをみれぱよいことになる。というのは，敢引コ
スト・アプローチによって示唆される取引の特性と取引の割御機構の関係は，
効率的な取引，すたわち生き残っている敢引に対してのみ存在するはずだから
である。また，この研究の対象である電機メーカーが超優良会杜の1つである
ことも，この論拠を問接的に支持している。しかし，この論拠は部分的にのみ
正しい。確かに，現在行われている取引に関して取引コスト・アプローチによ
って示唆される取引の特性と敢引の制御機構の関係が存在する場合，そのこと
は効率的な取引に関してそのような関係があることの一定の証拠となる。しか
し，このことから，非効率的な（すなわち，すでに淘汰されてしまった）取引
に関しても，そのような関係が存在した可能性を否定することはできないので
ある。すなわち，取引コスト・アプローチの妥当性を証明するためには・取引
コスト・アプローチが示唆する敢引の特性と取引の制御機構の関係が効率的な
取引に関しては存在するが，非効率的な取引に関しては存在Lないことを示さ
ねぱならない。しかし，本研究では，後考についてはできないのである。した
がって，本研究でも，この意味におげる研究デザイソ上の問題が依然とLて残
っているのである。
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w．方　法
1．サソプル
　サソプルは，ある大手電機メーカーの事業所に資材・部品を供給しているも
ののなかから抽出した291の供給会杜である。できるだげ異なる種類の資材・
部品の敢引を抽出するために，次のような手続を用いた。まず，この事業所を
主要製品に応じてさらに10の部門に区分した。ついで，資材・部品を　1．装
置，2．サブ・アセソブリー品，3．機構部品，4．電気部品，5．電子部品に大
別した。さらに，そのそれぞれから各部門につき2つづつの資材・部品を選び
出したところ，100劣内製しているものを除いて88の資材・部品がえられた。
なお，ここでの資材・部品とは，同事業所における資材区分の中分類に概ね相
当するものである。そLて最後に，これらの資材・部品を同事業所に供給して
いる291の会杜を抽出した。
　データ収集は，質間紙法に基づいている。同事業所の生産管理担当考および
経理担当老との数度にわたる面接ならびに事前テストの結果に基づき，付表に
示されるようた調査項目を含む調査票を作成した。ユ985年ユ2月申旬に調査票を
同事業所に宛てて郵送L，1986年2月初旬に回収した。調査票は，各部門につ
き2人づつの回答者に相互に相談することなしに記入してもらった。これは回
答者間信頼性（interjudge　reliabi1ity）を調べるためである。また，情報提供
考によるバイァス（key　informant　bias）を最小化するために，これら資材・
都品の特性およびその供給考に関Lて最も知識を有すると思われるそれぞれの
部門の生産管理部長およびそれに準ずる方に回答を記入していただいた。
2．測定尺度
　皿で提示Lた仮説は，3つの概念を含んでいる：a）供給会杜の形態，b）
取引の制御機檬，C）取引の特性。ここでは，それらの測定尺度を示す。
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a）供給会杜の形態
　各資材・部品の供給会杜は，次のように分類される。国内の外資系メーカー
を外国会杜に含めたのは，このような外資系メーカーの国内生産分と輸入分を
事実上区分できないことが多いからである。
　1、関係会杜（議決権株の20劣以上を有する会杜）
　2．協力会杜（遇去の納入実績が一定以上の会杜で，いわゆる下請け会杜に
　　相当する）
　3、一般会杜（1および2以外の国内会杜）
　4．外国会杜（国内の外資系メーカーを含む）
b）取引の制御機構
　本研究では，皿で述べたように，市場による取引ではあるが，ある程度組織
による取引に取って替わることのできる敢引の制御機穣を念頭に置いている。
取引の制御機構は，付表の質問項目Y1aからY6c2までによって測定され
る。これらの各質問項目において，スコアが高けれぱ高いほど，取引の制御機
構の特殊化の程度が高いことを，あるいは換言すれぱ，市場による取引ではな
くて組織による取引に近いことを意味Lている。
　これらの質問項目を体系的にグループ化し，データ分析におげる冗長性を削
減するために，主成分分析を行った。バリマヅクス法による直交回転の結果，
3つのかなり顕著な主成分が識別された。結果は第1表のとおりであ飢
　F1に対Lて高い成分負荷量をもっているのは，Y1a，Y1b，Y1c，Y2，Y4
である。F1はr継続的な統制の可能性」と解釈できる。すなわち，この調査
の対象となった事業所は，F1において高いスコァをあげている供給会杜に対
Lては，継続的で安定的な取引を行っているが（Y2，Y4），他方において，価
格・数量・納期の決定に関して強い影響力をもっている（Y1a，Y1b，Y1c）。
　F2はr情報の共有性」と解釈できる。Y6a，Y6b1，Y6b2，Y6c1，Y6c2が，
F2に対Lて高い成分負荷量をもっている。F2において高いスコアをあげて
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第1表　バリマックス回転による主成分分析（N三291）
変数　　　　　F1
Y1a
Y1b
Y1c
Y2
Y3a
Y3b
Y3c
Y4
Y5
Y6a
Y6b1
Y6b2
Y6c1
Y6c2
〔．82〕
〔．92〕
〔．87〕
〔．60〕
．30
．07
．17
〔．53〕
．49
．ユ7
．26
．07
．22
．37
成分寄与率　　　　．49
F2　　　　　　　F3
．23
．07
．ユ8
．37
．ユ8
．29
．29
．13
．20
〔．72〕
〔．67〕
〔．88〕
〔．76〕
〔．77〕
．20
．21
．25
．18
〔．78〕
〔．88〕
〔．85〕
．02
〔．51〕
．ユ3
．45
．19
．34
．19
．13　　　　　　　．09
〔〕は各行における最大の成分負荷量を表す。
いる供給会杜とは，人材の交流（Y6a），設計段階での協力および技術者の派
遣を通じての技術の交流（Y6b1，Y6b2），ならびに戦術および戦略レベルの清
報の交換（Y6c1，Y6c2）が盛んである。
　F3は「徴調整の可能性」と解釈できる。F3に対して高い成分負荷量をも
っているのは，Y3a，Y3b，Y3c，Y5である。F3において高いスコアをあげて
いる供給会杜に対しては，環境の変化が生じた場合に，事後的に価格・数量・
納期に関する条件を容易に修正することができる（Y3a，Y3b，Y3c）。また，
そのようた供給会杜は，自発的に仕様の変更にも応じる（Y5）。
　以上の結果，継続的な統制の可能性，情報の共有性および徴調整の可能性と
いう3つのコンストラクトが識別された。すなわち，取引の制御機構をこれら
3つの観点からみていくことが可能である。以後の分析においては，主成分ス
コアをこれらのコソストラクトの測定尺度として用いる。
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　なお，それぞれの主成分に対して高い成分負荷量をもつ変数の単純合計スコ
アをこれらのコンストラクトの測定尺度とLて用いてみたところ，主成分スコ
アを用いた場合とほぽ同様な結果を以後の分析においてえた。ただし，その結
果については，ここでは報告を省略する。
C）取引の特性
　資材・部品にまつわる取引の特性は，付表の質間項目X8からX16までに
よって測定される。これら9つの質間項目をさらに小さなセットの次元に集約
するために，因子分析を行った。LかL残念ながら，解釈の容易た結果はえら
れなかった。そこで，これら9つの質間項目問の偏相関係数および表面的妥当
性（face　va1idity）に基づいて，2つのコソストラクト，すなわちr資産特殊
性」（質問項目X8からX11までの合計点）およびr不確実性」（質間項目
X12からX16までの合計点）を作成Lた。
　質間項目X8は，資材・部品それ自体の設計上の特殊性を測定している。も
し資材・部品が単一の購入考に特殊化されたものでなけれぱ，いかなる取引に
特殊的な資産への投資も必要とせず，供給老と購入著との間のr少数者」取引
の状況は生じない。
　質問項目X9は，資材・部品を生産するのに用いられる設備の物的資産特殊
性を測定している。このような設備を他の資材・部品の生産に転用することが
困難になれぱなるほど，双務的取引となり，機会主義的行動が発生しやすくな
る。
　質問項目X10は，人的資産特殊性を測定している。人的資産特殊性を測定
することはかなり困難であるが，その1つの尺度は生産を開始する前に必要と
される資材・部品の設計および開発のコストであると思われる。設計および開
発のコストが高いということは，ある意味において，その過程で蓄積されたノ
ウハウも高いということを意味Lている。
　質問項目X11は，資産特殊牲を測定するために，市場競争のレベルを用い
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ている。潜在的な供給者の数で示される供給者閻の競争が激しくなればなるほ
ど，機会主義的な交渉の潜在性は減少する。また，潜在的な供給者の数が多い
ことは，購入者と供給者の関係がそれほど特殊でないことを意味し，供給者は
複数の顧客問でより高い規模の経済性を達成することができる。
　質間項目X12は，量の変動性に関する不確実性を測定している。資材・部
品の必要量の変動が予測不可能になれぱなるほど，供給者は予期しない生産コ
ストあるいは過剰設備を，購入考はストック切れあるいは過剰在庫を経験する
傾向にあ飢これらのことは，契約途中での再交渉の必要性を高めるので，市
場を利用することの取引コストを上昇させる。
　質問項目X13およびX14は，技術に関する不確実性を測定している。資
材・部品の設計仕様が変更される頻度および／または技術的改善の可能性が高
い場合，設備の頻繁な変更ならびに供給者との頻繁な打合せを必要とす私し
たがって，市場においてこれらを管理することのコストは高くなる。
　質問項目X15およびX16は；敢引にまつわる複雑性を測定している。資
材・部品が複雑になり，品質のチェックが困難になるほど，供給考が機会主義
的な行動をとっていないかどうかを監視するコストが高くなる（購入者のほう
が供給考よりも生産プロセスに遠い位置にあるため，資材・部品の品質に関す
る情報をえるコストが高くなる）。
3．信頼性
a）主成分分析の統計的信頼性
　W斗b）でえられた主成分分析の結果の再現可能性をテストするために，第
2回答着からの回答に基づき同一の手続で主成成分分析を行った。その結果，
ほとんどの変数は最初の主成分分析とほぼ同じ成分負荷量をもっていた。Lた
がって，ここで識別された3つの主成分は，以前に発見された3つのコソスト
ラクトを示しているように思われる。
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　Rum血e1（1970，P．461）にしたがって，2つの主成分檬造の類似性に関す
るより公式的な尺度として，r．ot　mean　Square　COe冊Cientを計算した。そ
の繕果は次のとおりである。
　　　μ・・＝。142　μ・・≡．165　μ・・＝・258
このことからも，2つの主成分分析の結果にはかなり類似性があるといえる。
b）内的一貫性
　V4－b）およびy－2－c）で作成された5つのコソストラクトの内的一貫性
（intema1consistency）を評価するために，α係数（coe伍cient　alpha）を計
算した。結果は第2表のとおりである。Nuna11y（1978）によれぱ，研究の初
期段階においては，．5から．6の信頼性で十分である｛とされている。この
Nmallyが示唆亡た値と比ぺると，5つのコソストラクトはすべてかなり高
い内的一貫性を示Lている。
C）回答者閻信頼性
　Vr2－b）およびV－2イ）で作成された5つのコソストラクトの回答者問信
頼性（interjudge　reliability）を評価するために，各コンストラクトに合まれ
る項目の合計点に関Lて，ピアソソの積率相関（Peason｛product・moment
cOrrelatiOn）を計算した。結果は第2表のとおりである。これらの相関はすべ
’て．001水準で有意であった。■また，4つのコソストラクトについては，一般
的た経験則であるr＞．50（Cronbach，1970）を上回っていた。ただL，「不
第2義測定尺度の信頼性スコア（N＝291）
コソストラクト
継続的な統制の可能性
情報の共有性
徴調整の可能性
資産特殊性
不確実性
α係数　　　　積率相関
．87　　　　　　　．74
．89　　　　　　　．80
．85　　　　　　　．51
．70　　　　　　　．60
．65　　　　　　　．49
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確実性」は，その値をわずかながら下回っていた。
d）データの変動性
　このような主観的尺度を用いた実証研究に対する批判の1つとして，データ
におげる変動性（variatiOn）の欠如があげられる。変動性が低げれぱ，2つの
変数間の相関も，各変数についての信頼性も問題である。本研究におげるデー
タが取引コスト・アプローチに基づく仮説をテストするのに十分な変動性を示
Lているかどうかを調べるために，付表に示したすべての項目について，中央
値によって高スコア・サブグループと低スコア・サブグループに二分し、両サ
ブグループの平均が有意に差があるかどうかをt一テストを用いて比較した。
すべての項目について，両サブグループの平均は．001水準で有意な差を示L
ていた。重た，ほとんどの項目は，7ポイソト・スケールのすべての範囲をカ
バーしていた。
V．結　果
1．取引ρ特性と敢引の制御機構
　仮説1によれぱ，取引の特性から取引の制御機構が予測される。すなわち，
資材・都品の取引にまつわる資産特殊性および／または不確実性が高くたると，
より特殊化された取引の制御機構が採用される。それ故，この仮説のもとでは，
付表のX8からX16までのイソディケータ，ならびにそれから合成されたコ
ソストラクト，すなわち資産特殊性および不確実性は，取引の制御機構を表す
3つのコンストラクト，すなわち継続的な統制の可能性，情報の共有性および
徴調整の可能性と強い正の相関をもつはずである。
　第3表は，資産特殊性および不確実性ならびにそれらに含まれる各インディ
ケータと継続的な統制の可能性，情報の共有性および徴調整の可能性との相関
を示している。資産特殊性は，継続的な統制の可能性，清報の共有性および徴
調整の可能性のいずれとも．001水準で有意な正の相関をもっている。また，
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　　第3表　取引の特性と取引の制御機構との相関（N＝291）
鍵特窪確実・・・・・・・・…1・・…1・・・・…
継続的な統　　．23　一、10．18　．26
制の可能性　　＊淋　　　＊　紳　＊淋
情報の共有　　．38　　．39．45　．04
性＊＊＊榊＊＊料徴調整の可　　．27　　．36．30　．08
能性　　　　　紳＊　　＊耕　料＊
．1
＊＊
．40
＊＊＊
．26
＊＊＊
．02　一．38　一．01　　　．09　一．01　一．10
　　＊＊＊
．19　　　，01　　．45　　．17　　　．45　　　．14
＊＊＊　　　　　　　　　　＊＊＊　　　　＊＊　　　＊＊‡　　　　＊＊
．11　　．05　　　．24　　　．40　　　．08　　　．35
　＊　　　　　　　　　　＊＊＊　　　　＊非＊　　　　　　　　　　＊＊＊
申pく．05　　帥p＜．01　　‡榊pく．OOl
不確実性も，情報の共有性および徴調整の可能性と．001水準で有意な正の相
関をもっている。これらの有意な相関は，仮説1を支持している。すなわち，
資材・部品の取引にまつわる資産特殊性が高くなると，継続的な統制の可能性，
情報の共宥性および徴調整の可能性がより高い取引の制御機構が採用される煩
向にある。同様に，資材・部品の取引にまつわる不確実性が高くなると，情報
の共有性および徴調整の可能性がより高い取引の制御機構が採用される傾向に
ある。Lかしながら，不確実性は，．05水準ではあるげれども継続的な統制の
可能性に対して有意な負の相関をもっており，このことは仮説1に反する。さ
らに，X8からX16までのインディヶ一タの多くも，継続的な統制の可能性，
情報の共有性および徴調整の可能性と有意な正の相関をもっている。ただL，
X12は，仮説1に反して，継続的な統制の可能性に対して有意な負の相関を
もっている。
　これらの結果をさらに確認するために，二元配置の分散分析を行った。2つ
のコソストラクトである資産特殊性および不確実性をそれぞれ低スコア・サブ
グループ（Z値≦0）と高スコア・サブグループ（Z値＞O）に分割した上で，
分散分析を行った。結果は第4表のとおりであ飢
　資産特殊性は，継続的な統制の可能性および情報の共有性に対Lて，それぞ
れ．01水準および．001水準で有意な正の主効果をもっている。また，徴調整
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第4表　二元配置の分散分析（N＝291）
1）継続的な統制の可能性
　　　　　　　　　　　資産特殊性
　　　　　　　　　　低　　　　　高
　　　　　　　　　一．02　　　　．40　　　　　　低（n宝1i2）（n＝38）
　　不確実性　＾　　＿35　　＿02
　　　　　　局（・＝’30）（・＝i11）
　　非加重列平均　　一．19　　　．19
非加重　　　効果　　　　F　Sig．of　F
行平均
　．19　資産特殊性　　7．69　，006
一．19　不確実性　　　7．64　，006
　　　　交互作用　　　．09　．764
2）情報の共有性
資産特殊性
　　　　　　　　低　　　　　高
　　　　低一．42一．11不確実性
　　　　湊≡　　　一．36　　　　　　．56
非加重列平均　　一．39　　　．28
非加重　　　効果　　　　F　Sig．of　F
行平均
一．27　資産特殊性　23．27　，000
　，10　不確実性　　　8．42　，004
　　　　交互作用　　　6，17　．014
3）徴調整の可能性
資産特殊性
低高非加重効果FSi墨o｛F
　　　　　低一．42一．09不確実性
　　　　　高　　　．43　　　．33
非加重列平均　　　．OI　　　，12
行平均
一．26　資産特殊性　　．77　，382
　．38　不確実性　　23．88　．OOo
　　　　交互作用　　　2．59　．109
の可能性に対しては，有意ではないが，仮説によって予測された方向に主効果
をもっている。同様に，不確実性も，情報の共有性および徴調整の可能性に対
Lて，それぞれ．01水準および．001水準で有意な正の主効果をもっている。
これらのことは仮説1を支持してい飢ただし，不確実性は，一継続的な統制の
可能性に対して，．01水準で有意な主効果をもっているが，その方向は仮説に
よって予測された方向と反対である。
　さらに㌧清報の共有性に対しては，資産特殊性と不確実性の同一方向
（sa加e－direction）の交互作用が，．05水準で生じている。すなわち，不確実
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性が高い場合にも低い場合にも，資材・部品の取引にまつわる資産特殊性が高
くなると，情報の共有性のよσ高い取引の制御機構が採用される傾向にあるが，
その資産特殊性の影響は不確実性が低い場合よりも高い場合のほうが大きい。
元来，Wi11iamsOnのモデルにおいては，資産特殊性と不確実性が結合条件で
あることを考えると，この同一方向の父互作用の存在は仮説1を強く支持する
ものである。
2．供給会杜の形態と取引の制御機溝
　仮説2では，資材・部品を調達する上での供給会杜の形態による違いは取引
の制御機構の特殊化の程度にあると考えている。すなわち，資材・部品の供給
源が外国会杜，一般会杜，協力会杜，関係会杜となるにつれて，取引の制御機
構の特殊化の程度は高くたる。
　この仮説をテストするために。，まず，判別分析によるフォローアップをとも
なった多変量分散分析を行った。従属変数は，取引の制御機構に関する3つの
コンストラクト，すなわち継続的な統制の可能性，情報の共有性および徴調整
の可能性である。独立変数は，供給会杜の形態，すなわち関係会杜，協力会杜，
一般会杜および外国会杜である。
　結果は第5表のとおりである。Pillai，Hotelling，Wilks，Royのいずれの
基準を用いても，取引の制御機構の特殊化に関する尺度の平均ベクトルは供給
会杜の形態によって異ならない，という帰無仮説は．001水準で棄却される。
すたわち，関係会杜，協力会杜，一般会杜および外国会杜の間で，取引の制御
機構の特殊化の程度に全体的な有意差があることがわかった。
　さらに，取引の制御機構に関する3つのコンストラク’トを同時に考えた場合，
4つの供給会杜の形態のどれとどれが有意に異なっているのか，また，どのコ
ツストラクトにおいて4つの供給会杜の形態は最も異なっているのか，という
問題を検討するために，ポスト・ホック分析として判別分析を行った。結果は
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　　　　　　　第5表多変量分散分析：供給会杜の形態による
　　　　　　　　　敢引の割御機構の差（N＝291）
　　　　多変量統計量　（S：3，M＝一1／2，N＝1411／2）：
値ApProx．FSig．of　F
Pi11ais
Hote11ings
Wilks
Roys
．43
．61
．60
．34
15．97　　　　　　　　　　．O00
19，27　　　　　　　　　．000
17．88　　　　　　　　　．000
単変量統計量（d．f．：3，287）：
F　　　　Sig．of　F
艦続的な統制の可能性
情報の共有性
徴調整の可能性
12．20　　　　　　　　　　．000
38．86　　　　　　　　　　．O00
2．67　　　　　　．048
平　均：
関係会杜協力会杜一般会杜外国会杜
（n＝56）（n180）（n＝112）（n二43）
継続的な統制の可能性
情報の共有性
徴調整の可能性
．16　　　　．46　　　　一．29　　　　一．37
1．02　　　　　．06　　　　　一、39　　　　　一．42
．03　　　　．10　　　　　　．06　　　　　一．39
第6表のとおりである。．05水準で有意なのは，第1判別関数のみで，全体の
判別力（discri㎜inatory　power）の85劣を説明する。この第1判別関数に関
Lては，継続的な統制の可能性，情報の共有性および徴調整の可能性の標準化
判別関数係数はそれぞれ．49，．93および．13である。すなわち，情報の共有
性は供給会杜の形態の相違にきわめて強く関係しており，継続的な統制の可能
性もある程度強く関係しているが，徴調整の可能性はそれほど関係していない。
また，このことは第5表の単変量統計量の結果とも一致する。
　4つの供給会社の形態のグループ・セソトロイドを示すと，第3図のように
なる。第1判別関数の連続線に沿って，関係会杜，協力会杜，一般会杜，外国
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　　　第6表　多変量分散分析にともなう判別分析（N＝291）
正準判別関数：
判別関数 正準相関　　有意水準　　寄与率　　累積寄与率
1 ．58　　　　　　．000　　　　　84．54 84．54
標準化判別関数係数：
L1
継続的な統制の可能性
情報の共有性
徴調整の可能性
．49
．93
．13
グループ・セソト1コイド：
L1
関係会杜
協力会杜
一般会杜
外国会杜
　1．21
　．32
一．56
一．71
一般会杜　　　　　　　　　　　　関係会社
協力会社
外国会社
一1，001．0一10第3図供給会杜の形態のグループ・セソトロイド
（取引の割御機構）
会杜の順に並んでいるのをみてとれる。すなわち，外国会杜，一般会杜，協力
会杜，関連会杜となるにつれて，取引の制御機構はより特殊化されていく。
　また，Marascuilo＆Levin（1983，PP．324－329）にLたがって，Roy－Bose
Simu1taneOus　COmpariso皿を行うと，この第1判別関数において，．05水準
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第一表Roy・BoseSmult汕eousComparlso■（N＝291）
1　　　2　　　3　　　4
関係会杜
協力会杜
一般会杜
外国会杜
‡
＊　　　　　＊
＊　　　　　＊
‡はグループ間に．05水準で有意差があることを表すo
で有意差があるのは・第7表のとおりである。すなわち，取引の制御機構に関
する3つのコンストラクトを同時に考えた場合，関係会杜は残りの3つの供給
会杜の形態と有意に異なっており，また，関係会杜および協力会杜は一般会杜
および外国会杜との有意に異なっている。
第8表Sche碓テスト（N＝291）
1）継続的な統制の可能性
2　　　1　　　3　　　4
揚力会杜
関係会杜
一般会杜
外国会杜
＊
＊　　　　　＊
2）情報の共有性
1　　　2　　　3　　　4
関係会杜
協力会杜’
一般会杜
外国会杜
＊
ホ　　　　　＊
＊　　　　　＊
3）　徴調整の可能性
2　　　3　　　1　　　4
協力会杜
一般会杜
関係会杜
外国会杜 ＊　　　　　＊　　　　　＊
｝はグループ脚こ．05水準で有意差があることを表す。
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　さらに，第5表の単変量統言十量に基づいてSche脆テストを行うと，第8
表のようにたる。この結果から，いくつかのことがわかる。継続的な統制の可
能性についてみると，協力会杜と関係会杜との間，ならびに一般会杜と外国会
杜との間には有意差はたいが，協力会杜と一般会杜および外国会杜との間，な
らびに関係会杜と外国会杜との問には有意差があることがわかる。情報の共有
性に関しては，関係会杜が段とつに高く，他の3つの形態と有意差があり，ま
た，協力会杜も，一般会杜および外国会杜と有意差がある。徴調整の可能性に
ついては，協力会杜，一般会杜および関係会杜の間にはほとんど差がないが，
外国会杜がこれら3つの形態に比べてかなり低く，有意差をもっている。
3．供給会杜の形態と取引の特性
　仮説3では，供給会杜の形態によって取り扱っている資材・部品の取引の特
性が異なっているかどうかが間題である。すなわち，資材・部品の供給会杜が
外国会杜，一般会杜，協カ会杜，関係会杜となるにつれて，資産特殊性および
■または不確実性のより高い資材・部品の取引にかかわっているはずである。
　この仮説をテストするために，▽一2と同様に判別分析によるフォローアッ
プをともなった多変量分散分析を行った。従属変数は，取引の特性に関する2
つのコソストラクト，すなわち資産特殊性および不確実性である。独立変数は，
供給会杜の形態，すなわち関係会杜，協力会杜，、一般会杜および外国会杜であ
る。
　結果は第9表のとおりである。Pi11ai，Hotelling，Wilks，Royのいずれの
基準を用いても，敢引の特性に関する尺度の平均ベクトルは供給会杜の形態に
よって異ならない，という帰無仮説は．001水準で棄却される。すなわち，関
係会杜，協力会杜，一般会杜および外国会杜の間で，取引の特性に関Lて全体
的な有意差があることがわかった。
　さらに，判別分析によるフォローアップを行った。結果は第10表のとおりで
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　　　　　　　第9表　多変量分散分析：供給会杜の形態による
　　　　　　　　　取引の特性の差（N＝291）
　　　　多変量統計量　（S＝2，M＝O，N＝142）：
値ApProx．F
Pi11ais　　　　　　　．14
Hotellings　　　　　　．15
Wi1ks　　　　　．87
Roys　　　　　．13
Sig．of　F
6．97　　　　　　　　　　．000
7．34　　　　　　　　　．O00
7．15　　　　　　　　　．000
単変量統計量　（d．f．：3，287）：
FSig．ofF資産特殊性
不確実性
13．55　　　　　　　　　　．000
8，50　　　　　　　　　．000
平　均：
関係会杜協カ会杜一般会杜外国会杜　　全体
（・＝56）（・＝80）（・＝112）（・E43）
資産特殊性　17．82　17．20　13．39　13．34　　15．29
不確実性20．93　19．54　17．51　17．53　18．73
ある。。05水準で有意なのは，第1判別関数のみで，全体の判別力の94劣説明す
る。この第1判別関数に関しては，資産特殊性および不確実性の標準化判別関
数係数はそれぞれ・98および・76である。すなわち，両方ともかなり高いウユ
イトをもっているが・資産特殊性のほうがいく分か高い影響力をもっている。
　4つの供給会杜の形態のグループ・セソトロイドを示すと，第4図のように
たる。第1判別関数の連続線に沿って，関係会杜，協力会杜，一般会杜，外国
会杜の順に並んでいるのをみてとれる。すなわち，外国会杜，一般会社，協力
会杜，関係会杜となるにつれて，敢り扱う資材・部品の取引にまつわる資産特
殊性および／または不確実性は高くなる。
　また・V4と同様に，Roy－BoseSimultaneousComparisonを行うと，
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　　　第10表　多変量分散分析にともなう判別分析（N二291）
正準判別関数：
判別関数 正準相関 有意水準 寄与率　　累積寄与率
1 ．36 ．000　　　　　　94．44 94．44
標準化判別関数係数：
L1
資産特殊性
不確実性
．98
．76
グループ・セソトロイド：
L1
関係会杜
協力会杜
一般会杜
外国会杜
　．50
　．33
一．35
一．36
一般会杜　　　　協力会杜
関係会杜外国会社
一1，001．O　一1．0第4図　　　　　　　0　　　　　　　　　　1．O供給会杜の形態のグループ・セソトロイド
（取引の特性）
この第1判別関数において，．05水準で有意差があるのは，第11表のとおりで
ある。すなわち，取引の特性に関する2つのコソストラクトを同時に考えた場
合，関係会杜と協力会杜との間，ならびに一般会杜と外国会杜との間には有意
差はないが，関係会杜および協力会杜と一般会杜および外国会杜との間には有
意差がある。
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　　　　　第11表　Roy－Bose　Si㎜ultaneous　Co㎜parison（N＝291）
1　　2　　　3　　　4
関係会杜　　　1
協力会杜　　　2
一般会杜　　　3
外国会杜　　　4
‡はグループ閏に．05水準で有意差があることを表す。
4．供給会杜の形態と取引の特性（敢引の制御機構の影響の調整後）
　仮説4は，取引の制御機構の特殊化の程度が及ぼす影響をコン■トロールした
後でも，供給会杜の形態によって取り扱っている資材・部品の取引の特性が異
なっているかどうかをみる。すなわち，取引の制御機構の特殊化の程度が及ぼ
す影響を除外した後では，外国会杜，一般会社，協力会杜および関係会杜が敢
り扱う資材・部品の取引の資産特殊性および■または不確実性の程度に差はな
いはずである。
　この仮説をテストするために，多変量共分散分析を行った。従属変数は，取
引の特殊性に関する2つのコンストラクト，すなわち，資産特殊性および不確
実性であ孔独立変数は，供絵会杜の形態，すたわち関係会杜，協力会杜，一
般会杜および外国会杜である。共変量（COVariate）は，取引の制御機構に関
する3つのコンストラクト，すなわち継続的な統制の可能性，情報の共有性お
よび徴調整の可能性である。
　結果は第12表のとおりである。Pi11ai，Hotelling，Wilks，Royのいずれの
基準を用いても，4つのグループの平均ベクトルに差がない，という帰無仮説
は．10水準で棄却されない。すなわち，継続的な統制の可能性，情報の共有性
および徴調整の可能性といった観点で取引の制御機構の特殊化の程度の違いを
取り除いた後では，4つの形態の供給会杜が取り扱う資材部品の取引の特性に
差ぱ次いのである。
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　　　　　　第12表　多変量共分散分析（N＝291）
　多変量統計量　（S＝2，M＝O，N＝1401／2）1
値ApProx．FSig．of　F
Pillais　　　　　　　　　　，03
Hotellings　　　　．03
Wi1ks　　　　　，97
Roys　　　　　　．03
1．63　　　　　　　　　．136
1．64　　　　　　　　　．133
1．64　　　　　　　　　，134
単変量統計量　（↓£：3，284）：
F　　　　Sig．of　F
資産特殊性
不確実性
2．33　　　　　　　　　．074
2．79　　　　　　　　　　．041
修正された平均：
関係会杜協力会杜　一般会杜外国会杜
（n≡56）　（n＝80）（n＝112）　（n＝43）
資産特殊性　　15．59　　16．43　　14．35　　15．18
不確実性　　19．35　19．62　17．82　18．61
　仮説3のテストにおいて，関係会杜および協力会杜は一般会杜および外国会
杜に比べてより資産特殊的で不確実な資材・部品の取引にかかわる傾向にある
ことが判明した。Lかしながら，その傾向は供給会杜の形式的た形態の違いに
よるものではなくて，そういった形式的な形態の背後にある取引の制御機構の
特殊化の程度の違いにあるのである。このことがこの仮説4のテストにおいて
判明した。
5．統計的テストの仮定
　多変量分散分析および多変量共分散分析の妥当性は，a）アウトライア，
b）分散一共分散行列の均一性，およびc）回帰線の均一性に関する仮定に夫
きく依存Lている。
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　a）アウトライア：単変量アウトライア（mivariate　outliers）百こ関Lて
は，Z値が±3．0を超えるものはなかった。また，多変量アウトライア（mul－
tiva工iate　out1iers）をきわめて高いグループ・セソトiコイドからのマハラノビ
スの距離をもつケースと定義し，p〈．01をカヅトオフ基準として設定Lたと
ころ，いかなるアウトライアも発見できなかった。
　b）分散一共分散行列の均一性：BOx’s　M　testは，分散一共分散の均一性
（homcgeneity　of　variance－co▽ariance）に関するきわめて感度の高い保守的
なテストである。仮説2および仮説4のテストに用いた多変量分析および多変
量共分散分析において，Box’s　M　testの結果は，．001水準で分散一共分散の
均一性という仮定が棄却されたことを示Lている。LかL，グループ内の最大
のサソプルサイズと最小のサンプルサイズの比率は3：1以下であ乱また・
独立変数である4つのグルーブのそれぞれにおいて，従属変数のそれぞれにつ
いてサンプル分散を調べてみたところ，どの従属変数に関しても，最大の分散
と最小の分散との比率は20：1以下であった。さらに，Wi1ks’Lambdaのか
わりにPillai基準を用いると，平均に関するテストのロバストネスを改善す
ることができる（Tabachnick＆Fide1l，1983）。
　c）回帰線の均一性：仮説4のテストに用いた多変量共分散分析に関Lて，
回帰線の均一性（homogeneity　of　regression）についてのテストを行った。
その結果，回帰線の傾きが等Lいという仮定は，．01水準で棄却されなかっ
た。
w．結　論
　本研究の分析結果を要約すると，次のようにな飢
　1．取引の制御機構を測定する14のイソディケータは，3つの主成分に要約
される。したがって，取引の制御機構は，継続的な統制の可能性，情報の共有
性および徴調整の可能性という3つの次元から分析することができる。
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2．敢引の特性と取引の制御機構との間には正の相関がある。すなわち，資
材・部品の取引にまつわる資産特殊性および／または不確実性が高くたると，
より特殊化された取引の制御機構，すなわち継続的な統制の可能性，情報の共
有性および徴調整の可能性がより高い取引の制御機構が採用され飢ただし，
准一の例外として，不確実性は継続的な統制の可能性に対して負の穂関をもっ
ている。以上の結果は，取引コスト・アプローチの基本命題を概ね支持するも
のといえる。
　3．供給会杜の形態によって取引の制御機構は異なってい私すなわち，資
材・部品の調達源が外国会杜，一般会杜，協力会杜，関係会杜となるにつれて，
より特殊化された敢引の制御機構，すなわち継続的な統制の可能性，情報の共
有性および徴調整の可能性がより高い取引の制御機構が採用される。換言すれ
ば，外国会杜，一般会杜，協力会杜，関係会杜となるにつれて，取引の制御機
構が古輿的市場から組織に近いものになっていくのである。また，供給会杜の
形態における決定的違いは，このような取引の制御機構の違いにある。
4．供給会杜の形態によって取引の特性は異なってい私すなわち，資材・
都品の調達源が外国会杜，一般会社，協カ会杜，関係会杜となるにつれて，資
産特殊性および／または不確実性のより高い資材・部品の取引にかかわってい
る。
5．敢引の制御機構の違いによる影響をコントロールした後では，供給会杜
の形態によって取引の特性は異ならない。すなわち，取引の制御機構がもつ効
果を修正Lた後では，外国会杜，一般会杜，協カ会杜および関係会杜がかかわ
る資材・部品の取引の資産特殊性および／または不確実性の程度に差はたいの
である。このことから，資材・部品の調達源を決定する際に重要たのは，供給
会杜の形態の形式的な違いではなくて，その背後にある取引の制御機構の違い
であることがわかる。
　本研究は，ある大手電機メーカーの1事業所のみを対象としている。したが
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って，分析結果の外的妥当性（extemal　va1idity），すなわち一般化可能性は
著しく制約されてい飢また，皿で述べたように，取引コスト・アプローチが
本来規範的であるにもかかわらず，本研究ではそのような取り扱いをしていな
い。したがって，資材・部品の調達源をどのように決定すべきかという規範的
な提言をすることはかなり困難である。しかしながら，以上の分析結果から，
何らかの一般的な実践上の示唆を導き出すことはできる。
　まず第1に，資材・部品の調達源を決定する際には，生産コストだげでなく，
取引コストも考慮に入れねぱならない。すなわち，生産コストのみを考慮に入
机て，短期的に最も安い価格を提示する供絵会杜を資材・都品の調達源とLて
選択することは必ずしも合理的とはいえない。というのは，たとえぱその会杜
でしか使用しない特殊な部品の敢引の場合，はじめに調達源を選択する際には
複数の供給会杜が存在するが，いったんその供給会杜を選択すると，当該供給
会杜がその後の生産に精通することによって身につけるその部品に関する特殊
なノウハウのため，事実上当該供給会杜を取り替えることが薯しく困難になる。
それ故，供給会杜は，後に価格を引き上げるなど，容易に機会主義的な行動を
とることができる。また，不確実性の高い資材・部品の取引の場合，たとえぱ
敢引の対象である都品の設計仕様が頻繁に変更されるような場合，何らかの効
率的なコミュニケーションの方法が考えられない隈り，供給会杜との調整のコ
ストはきわめて高くなる。したがって，このような取引コストを削滅するため
に，何らかの特殊化された敢引の制御機構を予防策として創出する必要があ乱
Lかしながら，他方において，このような特殊化された取引の制御機構にもコ
ストがかかる。長期の取引関係を繕べぱ，市況によっては市価よりも高い価格
で購入しなげれぽならないこともある。また，技術者の派遣などにも当然のこ
とながらコストがかかるのである。それ故，すぺての取引にこのような特殊化
された取引の制御機構をもつことも，別の意味において非効率的であ孔取引
コスト・アプローチの示竣するところによれぱ，資産特殊性および／または不
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確実性の高い資材・部品の取引に対してはこのような特殊化された取引の制御
機構をもつべきなのであり，資産特殊性および／または不確実性の低い資材・
部品の取引に対してはもつ必要はないのである。
　このように考えてみると，最近海外から批判されることの多いわが国メーカ
ーの系列内取引の慣行も，それなりに合理的であるということができる。本研
究の対象である事業所の場合，外国会杜，一般会杜，協力会杜，関係会杜とた
るにつれて，継続的な統制の可能性，情報の共有性および徴調整の可能性のよ
り高い取引の制御機構をもっており，また同じ順序で資産特殊性および／また
は不確実性のより高い資材・部品の取引を行っている。すなわち，資産特殊性
および／または不確実性の高い資材・部品の取引に関する場合，より特殊化さ
れた取引の制御機構をもつ関係会杜ないし協力会杜と取引を行うことは，きわ
めて合理的である。
　LかLながら，このことは外国会杜が日本市場にまったく入り込む可能性が
たいことを意味Lない。仮説4のテストから明らかなように，取引の制御機構
がもつ効果を修正した後では，供給会杜の形態によって取引の特性は異ならな
い。すなわち，資材・都品の調達源を決定する際に重要なのは，供給会杜の形
式的な形態ではなくて，その背後にある取引の制御機構の違いである。Lたが
って，一般会杜，外国会杜といえども，そのような特殊化された敢引の制御機
構をもてぱ，資産特殊性および■または不確実性の高い資材・都品の取引にか
かわることができるのである。1985年11月，三菱電機は，海外資材・部品の購
入を促進するために，“SELLING　TO　MITSUBISHIELECTRIC－A　Gu1de
to　Successfu1Procedures一”と題する外国会杜向けの手引を発行した。こ
の手引は，まさに，より継続的で，より情報が共有され，より徴調整が可能で
あるような敢引の制御機構を具体的にどのようにして創り上げるかということ
を記述Lている。
　さらに，この三菱電機の手引で興味を引くのは，そのような特殊化された敢
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引の制御機構を創り出す際に，、外国会杜にも応分の負担を求めていることであ
る。このことは，これまでの取引戸スト・アプローチになかった問題を提起し
ている。すなわち，取引の当時者のどちらが取引コストを支払うかとい5間題
である。今後，この間題の分析は，取引コスト・アプローチの展開に対して1
つの視角を与えることになるものと思われる。
　さらに，最近の急激な円相場の上昇から，日本の産業界は資材・部品の海外
からの購入を進める傾向にあるが，この間題に対しても取引コスト・アブロー
チは一定の示唆を与えることができる。生産コストと取引コストの両方を最小
化するような資材・部品の調達源を選択するというめが，取引コスト・アプロ
ーチの基本的な考え方であった。Lたがって，海外の生産コストが国内のそれ
に比べて相対的に安くなる場合，資材・部品の調達源を国内から海外へ移す傾
向になるのは当然である。しかしながら，その際に，取引コストの差も考慮に
入れねぱならない。資産特殊性および／または不確実性の低い資材・都品の取
引の場合，取引コストはそれほど問題ではないので，生産コストの差のみを考
慮に入れて資材・部品の調達源を決定することができる。他方，資産特殊性お
よび／または不確実性が高い資材・部品の取引の場合には，取引コストの差が
決定的ξなる。したがって，海外から調達することの取引コストが国内のそれ
と比べて著しく高い場合，．生産三スト面では不利であるにもかかわらず，国内
からの調達が有利である可能性もある。あるいは，海外からの調達の敢引コス
トを削減するための予防策を含んだ取引の制御機構を創り出す必要がある。そ
の1つの方法は，本研究でみてきたように，特殊化された取引の制御機構，す
なわち継続的な統制の可能性，情報の共有性および徴調整の可能性のより高い
取引の制御機構を開発することである。もちろん，これにはそれなりのコスト
がかかるが，資産特殊的で不確実な資材・部品を一定の品質で，必要な時に，
必要た量を確保するためには，対価が必要なのであ飢そういった対価を支払
わずに，海外からの調達資材の低価格性のみを享受しようとすべきではない。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　付表
I．敢引の制御機構
Y1　市場において当該資材に対する需要が供給をはるかに上回っている場合に，次の
　　　ような契約条項の決定に際して，貴都門が当該供給者に対してもつ影響カはどの
　　　程度ですか。
Y2
Y3
Y4
Y1a　　価格
Y1b　　数量
Y1c　　納期
ほとんど
ない
　1　2　3　4　5
　1　2　3　4　5
　1　2　3　4　5
　きわめて
　犬きい
6　7
6　7
6　7
当該供給老からの当該資材の購入はどの程度継続的ですか。
晶質，価格，納期し　　　　　　　　　　　　　　　　当該資材が必要な
だいで供給老をきわ　　1　2　3　4　5　6　7　　隈り当該供給者か
めて頻繁に変更する　　　　　　　　　　　　　　　　ら購入し続ける
契約期間内に市況その他の環境が急変する場合に，すでに決定済みの当該資材の
価格，数量および納期に係わる契約条項をどの程度柔軟に調整しますか。
　　　　　　　　まったく調整しない
　　　　　　　　（元の条項を固守）
Y3a　　価格　　　　　1　2　3　4　5
Y3b　　数量　　　　　1　2　3　4　5
Y3c　　　納期　　　　　　1　2　3　4　5
　きわめて
柔軟に調整する
6 7
6　7
6　7
当該資材を使用している製品の需要が予定よりも少ない場合，当該供給者への発
注の削減率は当該製品の生産量の削滅率と比べてどの程度でしょうか。
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Y5
Y6
］I．
X8
X9
X1O
X11
X12
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　生産量の削減率より　　　　　　　　　　　　　　　生産量の削減率より　　　　　　　　　　　　1　2　3　4　5　6　7　もはるかに犬きい　　　　　　　　　　　　　　　　もはるかに小さい
　当該供給老は当該資材の原価削減や品質改善につながる契約上実施義務のない自
　発的な提案をどの程度頻繁に行いますか。
　きわめて稀　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて頻繁
　貴部門と当該供給老との問では，次のような事項についてどの程度の交流が行わ
　れていますかo
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほとんど　　　　　　　　きわめて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たい　　　　　　　　　高い程度
　Y6a　　人材（出向，移籍）　　　　　　1　2　3　4　5　6　7
　Y6b　　技術
　　Y6b1　　　設計段階での協力　　　　1　2　3　4　5　6　7
　　Y6b2　　　技術者の派遣　　　　　　1　2　3　4　5　6　7
　Y6c　　情報
　　Y6c1　　　短期的な生産計画など　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　2　3　4　5　6　7　　　　　　　　の戦術レベルの情報
　　Y6c2　　　新製品の開発などの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　2　3　4　5　6　7　　　　　　　　戦略レベルの情報
敢引の特性
　当該資材はどの程度特殊なものですか。
　あらゆる産業で用　　　　　　　　　　　　　　　　貴部門でしか用い　　　　　　　　　　　1　2　3　4　5　6　7　いることができる　　　　　　　　　　　　　　　　ることができない
　当該資材を生産するのに用いられている設備および用具はどの程度特殊なもので
　すか。
　ほとんど費用をかけず　　　　　　　　　　　　　　　完全に取り替えな
　に他の資材の生産に用　　1　2　3　4　5　6　7　　い限り他の資材の
　いることができる　　　　　　　　　　　　　　　　　生産はできない
　生産を開始する前に必要とされる当該資材の設計および開発のコストはどの程度
　でしょうか。
　ほとんどかからない　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて高い
　当該資材とほぼ同讐なものを生産できる潜在的な供給者の数はどれくらいありま
　すか。
　きわめて多い　　1　2　3　4　5　6　7　　ほとんどない
　当該資材の必要量の変動はどの程度予測可能でLようか。
　ほとんど予測可能　　1　2　3　4　5　6　7　　ほとんど予測不可能
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X13　当該資材の設計仕様が変更される頻度はどの程度でしょうか。
　　　きわめて稀　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて頻繁
X14　当該資材の将来における技術的改善の可能性はどの程度ですか。
　　　きわめて低い　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて高い
X15　当該資材はどの程度複雑ですか。
　　　きわめて単純　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて複雑
X16製造工程の検査に基づかずに完成品の検査だけで当該資材の品質をどの程度容易
　　　にチニヅクできますか。
　　　きわめて容易　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて困難
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